
総合評価一般競争入札 参加資格審査申請書
令和６年(2024年)　月　　日　
北海道知事　鈴木　直道　様
単独の事業者又はコンソーシアム代表者 

（所 在 地）〒

（法 人 名）
                        （職・氏名）                                          

                     連絡担当者

（職・氏名）

                        （電話番号）
                        （Ｆ Ａ Ｘ）
                        （e-mail）
令和６年度北海道大学連携型起業家育成施設入居企業等支援業務の入札に参加したく、関係書類を添えて総合評価一般競争入札参加資格の審査を申請します。
なお、この申請書、企画提案書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
ア）申請者の概要

【単独の事業者又はコンソーシアム代表者】
	No
	法人名・代表者名
	所在地
	資本金（千円）
	従業員数（人）
	業種・営業種目

	１
	
	
	
	
	


【コンソーシアム構成員】
	No
	法人名・代表者名
	所在地
	資本金（千円）
	従業員数（人）
	業種・営業種目

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	


（留意事項）

１　本書提出にあたっては、押印は不要です。
２　支店長など代表権のない方が本書を提出する場合は、この参加表明に関する委任状を添付する必要があります。　

３　連絡担当者の欄の職・氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレスは必ず記載願います。

　
イ）単独の事業者又はコンソーシアム構成員の概要

	名称、
代表者名等
	名　　称：
代表者名：
【連絡責任者】
　　職・氏名：　
　　所 在 地：〒

　　電話番号：
　　Ｆ Ａ Ｘ：
　　e-mail：

	設立年月
	 　     年　　　月
	従 業 員 数
	　　　　　　人

	業種・営業種目
	

	経営状況
	資本金
	千円　
	
	売上高
	営業利益
	経常利益
	当期利益

	
	業　績
［決算期　　月］
	百万円　
	前　期
	
	
	
	

	
	
	
	前々期
	
	
	
	

	主な業務概要
	

	総括責任者
	職・氏名

資格・過去の実績等
	

	業務担当者
	職・氏名

資格・過去の実績等
	

	
	職・氏名

資格・過去の実績等
	

	法人・団体等：道内に本店又は事業所・事務所を有する
個　　　　人：道内に住所を有する
	あり　・　なし

	地方自治法施行令第167条の4第1項各号の規定に掲げる者
	あり　・　なし

	地方自治法施行令第167条の4第2項の規定による競争入札への参加の排除
	されている　・　されていない

	道が行う指名競争入札に関する指名の停止
	あり　・　なし

	暴力団関係者等であることにより、道が行う競争入札等への参加除外又は暴力団関係事業者等
	あり　・　なし

	道税又は都府県事業税の滞納
	あり　・　なし

	消費税及び地方消費税の滞納
	あり　・　なし

	健康保険法第48条の届出義務の不履行
	あり　・　なし

	厚生年金保険法第27条の届出義務の不履行
	あり　・　なし

	雇用保険法第7条の届出義務の届出義務の不履行
	あり　・　なし

	（留意事項）

１　記載欄は、適宜増減していただいて構いません。

２　イ）については、コンソーシアムによる参加の場合、構成員ごとに作成してください。
３　法人以外の団体等及び個人の場合で、記載が困難な項目がある場合は、空欄としてください。　
【参加資格審査申請書に添付が必要な資料】

	区　　　　　　　　　分
	法　人
	団体等
	個　人

	１
	登記事項証明書（法務局発行のもの）
	○
	
	

	２
	規約及び役員名簿又はこれらに準じる書類
	
	○
	

	３
	身分証明書（市区町村発行のもの）及び住民票
	
	
	○

	４
	道税（道が賦課徴収するものに限る。）に滞納がないことの証明書（道税事務所、（総合）振興局発行のもの）

　　　　  

※　証明書の使用目的は、「資格審査請求」とし、各道税の区分毎にではなく、摘要欄に「道税（個人道民税及び地方消費税を除く。）については、滞納がありません。」と掲載される納税証明書の交付を受けてください。
	○
	○
	○

	５
	本店所在の都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）に滞納がないことの証明書（本店所在の都府県発行のもの）
	○
	○
	

	６
	消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証明書（税務署発行のもの）
	○
	○
	○

	７
	事業所又は事務所が道内に所在することがわかる書類（法人であって、本店が道内に所在する場合及び登記事項証明書に道内の支店が記載されている場合を除く。）
	○
	○
	

	８
	健康保険、厚生年金、雇用保険の届出が確認できる書類の写し（届出書、標準報酬決定通知書、概算・確定保険料申告書、資格取得確認通知書、納入告知書、領収書等）
なお、届出の義務がない場合は、社会保険等適用除外申出書を提出してください。
	○
	○
	○

	９
	誓約書
	○
	○
	○

	10
	委任状（代理申請する場合に限る。）
	○
	○
	○


  注１　１～６の官公署の証明書類は、申請時前３か月以内に発行（交付）されたものを添付してください。
　　２　上記の証明書類は、申請時に原本を提示できる場合は、写しの提出でも可。

３　３～６の証明書について、滞納以外の理由で証明書の交付を受けられなかった場合は、証明書の請求を行った機関の名称及び交付が受けられなかった理由を記載した申出書（様式自由）を証明書の代わりに提出してください。
４　コンソーシアムにあっては、上記の添付資料のほかコンソーシアム協定書の写しを提出してください。
【本業務に関係する主なものを記載してください。】





【委託業務との関連についても記載願います。】
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